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気候変動に伴う水害の激甚化や頻発化が指摘される中，大雨や海面水位の上昇による高潮が重なった複合的
な水害リスクの増大も指摘されている．こうした多様化する水害リスクの変化に土地利用を適応させていくこ
との必要性は高まっているものの，全てのリスクを避けた土地利用は難しい．大窪・中居 (2022)では土地利用
計画に求めるロバスト性に応じて計画者が重み自由度を設定し，その制約下において複数の水害リスクそれぞ
れの重みを最適化しながらロバスト最適な土地利用計画を求めるモデルを提案し，仮想的な地域設定の下でモ
デルの性質を確認した．本研究では，このモデルを，沿岸部に位置し複数の河川が市内を流れる愛知県豊橋市
に適用し，高潮の年超過確率や重み自由度などの設定条件と最適土地利用計画との関係を明らかにするととも
に，破堤点や土地利用ごとの曝露面積などの観点から最適土地利用計画の水害脆弱性を評価する．
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1. はじめに

最新の IPCC第 6次評価報告書によると，世界平均
気温は少なくとも今世紀半ばまでは上昇することが報
告されている8)．今後，数十年間で温室効果ガスの排出
が大幅に減少しない限り，21世紀中に 1.5度および 2.0
度の上昇が予想されている．こうした気温上昇に伴い，
洪水の発生頻度の高まることを指摘する研究（Vitousek
et al.16)）や，海面の異常上昇により 2050年以降，熱帯
の大部分が現在の 100年イベントに毎年さらされる可
能性を指摘する研究（Vousdoukas et al.17)）が報告され
ている．また，Bevacqua et al.3) では，地球温暖化によ
る海面上昇が，高潮と大雨の影響による複合洪水を発
生させる可能性を高めていることを指摘している．こ
うした地球温暖化に伴う長期的な水害リスクの高まり
への適応策を考える上で，これらの研究は，これまで
に把握されてきた洪水の発生確率を再検討する必要が
あること，複合洪水を潜在的なハザードとして考慮す
る必要があることを示唆している．特に，土地利用計
画のように長期にわたる計画の策定においては，将来
的な水害リスクの変化を検討することが重要になると
考える．
我が国においては既存の洪水ハザードマップが提供

する情報に加えて，水害の頻度や規模を地図上に可視
化した水害リスクマップの作成が始まっている29)．こ

の水害リスクマップは，住民・企業が立地を選択する
際に利用可能な情報量を，より充実させ，水害リスク
の低い地域への立地を誘導することが期待されている．
住民や企業に水害リスクの低い地域への立地を促す一
方で，都市全体の土地利用方針の下に作成された計画
に基づいて土地利用を規制または誘導する施策を実施
する必要がある．しかし，地球温暖化に伴う水害リス
クの長期的な変化を捉えることが難しいだけではなく，
浸水想定区域が広範であり，計画の策定には困難が伴
う．例えば，中野・木内22) では，ほとんどの自治体に
おいて市街化区域と L1浸水想定区域が重複しており，
重複割合が 90%を超える自治体も多いことを報告して
いる．したがって，土地利用計画を策定する上では，想
定される水害の規模や頻度を基に，重点的に対策を講
じるべき水害リスクについて考えていくことが重要で
ある．
想定される水害の規模や頻度を把握する上で，洪水
ハザードマップや水害リスクマップは重要な情報を提
供している．これらのマップの中で設定されている浸
水想定区域の規模は様々であり，計画規模 L1だけでも
50年に一度の規模を想定している河川から，150年に
一度の規模を想定している河川まで様々である．その
ため，こうした規模や頻度の設定が異なる水害リスク
を，どのように組み合わせながら土地利用計画に反映
させていくか，を考えていく必要がある．
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Ghosh4) や Jiang et al.7) においては，複数の河川それ
ぞれの降雨量のデータとコピュラを使用して，河川ご
との降雨量の相関関係を考慮した洪水の発生確率分布
を推定する手法を開発している．Jiang et al.による方法
は，河川ごとの洪水の発生確率に基づいて，それぞれ
の水害リスクに対して重み付けをする上で，有用な知
見を提供している．しかし一方では，地球温暖化の進
行による降雨パターンの変化に伴い，これまでの多く
の降雨量を予測した研究に用いられてきたような定常
性の仮定が見直されており，これまでに観測された降
雨量の分布が今後も続く保証はない．
地球温暖化に伴う降雨パターンの変化は，これまで

に重要視されていなかった水害リスクを高める可能性
がある．例えば，将来的な海面上昇に伴い，高潮によ
る水害リスクは上昇する可能性が考えられる．そのた
め，現在と将来とで重要視される水害リスクが異なる
場合，現在の想定の下で策定した土地利用計画を将来
的に見直す必要性が生じ，計画の変更に大きなコスト
を伴う可能性がある．特に，現在は重要視されていな
かった水害リスクが，将来，重要なものとして顕在化
した場合，大きな被害がもたらされる可能性がある．
こうした背景の下，大窪・中居23) では水害の発生確

率や計画策定者の中での議論を基に，各水害リスクへ
の重みが事前に設定されたことを前提とし，その事前
の重みを参照しながら，被害を大きくするような重み
を設定した上で，その最大被害を避けるような土地利
用計画を求めるロバスト最適土地利用計画モデルを提
案した．この手法を用いることによって，特定の水害
に対する被害を小さくする一方で，他の水害に対して
は大きな被害が予想されるような土地利用計画の脆弱
性が改善され，複数の水害リスクに対してロバストな
計画が求められていることが確認された．大窪・中居モ
デルでは，簡単な数値設定の下で，その性質が確認さ
れている．本研究の目的は，実際の地域設定の下でモ
デルの性質を確認するとともに，複数の水害リスクに
ついて，それぞれの重みを検討することによって，最
大の被害をもたらすような水害の組み合わせを検討す
る際に応用できることを示すことである．

2. 既存研究

土地利用計画モデルは様々な制約条件の下で目的に応
じた計画の策定を支援する有効な方法の一つとして，古
くから多くの研究がなされてきており（例えば，Herbert
and Stevens6)，柏谷ら20)など），時代のニーズの変遷と
ともに様々な研究がなされてきた．最近では，持続可
能な土地利用計画に関する研究が報告され，都市のコ
ンパクトと土地利用の両立性の検討（Yao et al19)），土

地の生態系と農産物の生産量に配慮しながら農地や農
産物の配置計画 (Kaim et.al9))，森林の機能（木材の供
給，生態系・水質の保全，レクリエーションなど）をふ
まえた森林管理計画 (Uhde et. al15))といった様々なモ
デルが提案されている．
地球温暖化に伴う降雨パターンの変化等に伴い，最近

でも災害リスクを考慮した土地利用計画モデルは提案
され続けている（例えば，Aerts et al.1), Lickley et al.11)

や Knoke et al.10) など）．これらの多くの研究において
は，一つの破堤点から洪水が発生するような水害リス
クが想定されている．そのため，複数の河川からの洪
水または高潮による水害リスクが想定される場合，そ
れぞれの水害リスクに対して，どのような優先順位を
想定した重みを設定すべきか考える必要がある．重み
の設定方針について指針を与える研究（例えば，Kaim,
Cord and Volk9)や磯野・奥村25)，Okubo et al.13),Uchiuzo
et al.14),中居ら27)）もあるものの，網羅的な重みの検討
には計算負荷がかかることや，計画者による過度に楽
観的または悲観的な重みの組み合わせを避けなければ
ならないことが課題である．大窪・中居23) では，こう
した課題を解決するため，ロバスト最適土地利用計画
モデルを提案している．しかし，大窪・中居では簡単
な地域設定の下でモデルの性質が把握されており，よ
り現実的な地域設定の下での計算負荷やモデルから得
られる重みの性質については未知であり，複数の水害
リスクに曝された地域におけるモデル分析を通じた政
策的なインプリケーションについて，さらなる議論が
必要と考える．

3. モデルの定式化

(1) モデルの枠組み
本研究では大窪・中居モデル23) を用いる．このモデ

ルはHerbert andStevens6)や柏谷ら20)と同様に，付け値
地代を土地利用の効率性を表す指標として考え，計画
区域内の付け値地代の総和を最大化する土地利用配分
を求める土地利用計画モデルを考える．モデルの定式
化は，大窪・中居と同様であり，ここでは概要を述べる．
はじめに計画区域を複数のメッシュで分割すると考

え，住宅や商業地といった土地利用形態 k ∈ K =

{1, 2, · · · ,K} について，メッシュごと (i ∈ I =

{1, 2, · · · , I}) に面積 xik ∈ X = {RN×K : ∀i ∈ I, k ∈ K}
を配分する状況を考える．水害リスクは，破堤点，規
模や浸水想定区域ごとに異なる水害シナリオ sを設定
すると仮定し，ここでは水害シナリオごとの被害を付
け値地代の低下として表現する（s ∈ S = {1, 2, · · · , S }）
平成 27年関東・東北豪雨による被害を受けた常総市で
は，浸水地域における地価の下落が確認されており (氏
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原ら26))，水害による被害の影響を表す一つの指標と考
えられる．
ここでは土地利用形態が kであるメッシュiの水害発生

前のフロア付け値地代を bikで表し，水害シナリオ sによ
る影響を受けた後のフロア付け値地代を bs

ikで表す．各
水害シナリオの再現期間や発生確率などに基づいてメッ
シュi，水害シナリオ s，および土地利用形態 kごとの期待
総フロア付け値地代Ep[rs

ik]が得られたと仮定する．さら
に，計画者が各水害シナリオの計画上の重視度を事前に
検討し，設定された重みを w̄ = {w̄1, w̄2, · · · , w̄s, · · · , w̄S }
で与えたとき，総付け値地代を最大化する最適土地利
用計画モデルは次のように定式化される．

max
x

∑
s∈S

w̄s

∑
i∈I

∑
k∈K
Ep[rs

ik]xik

−
∑
i∈I

∑
k∈K

{
ck(xik − xo

ik)+ + dk(xo
ik − xik)+

}
(1)

subject to ∑
i∈I

xik = Dk, ∀k ∈ K (2)∑
k∈K

xik ≤ Ai, ∀i ∈ I (3)

xik ≥ 0, ∀i ∈ I,∀k ∈ K (4)

ただし，x+ = max(x, 0)で表す．目的関数式 (1)の第一
項は土地利用計画の実施によって発生する付け値地代
の総和の期待値，第二項は各メッシュにおいて土地利
用形態ごとに面積を広げることの費用，第三項は土地
利用形態ごとの面積を狭めることの費用をそれぞれ計
画区域内で合計した値を考える．大窪・中居において
導入された第二，三項は，既に利用されている土地利
用形態からの変更が難しく，既存の土地利用からの変
更にコストがかかると考えている．すなわちメッシュi

において土地利用形態 kとして現在，利用されている
面積を xo

ik としたとき，面積を xik に変更するためには
土地改良等の費用が必要であると考える．面積の増減
に必要な単位あたりの費用を，それぞれ設定すると考
え，ck, dk とおく．
制約条件式 (2)，(3)は，Herbert and Stevens6)，柏谷

ら20) においても考慮されている制約条件式であり，計
画区域内の全ての人口を居住させるために必要な土地
を準備する，といった計画区域内で必要とされる土地
利用への需要 (式 (2))，各メッシュで利用可能な面積の
制約 (式 (3))を表す．また，xik は非負の制御変数とす
る（式 (4)）．
大窪・中居では，ロバスト最適化の考え方に基づい

て，被害が最も大きくなるような水害シナリオの重み
wを最適化計算の中で求めつつ，その被害を避けるよ
うな土地利用計画を求めるモデルを考えている．すな
わち，計画者が事前に設定した重み w̄から，自由度 ϵ

の範囲内で最大の被害が想定されるような重みを求め

るモデルを定式化している．各水害シナリオへの重み
の分布を考え，w̄と最適化の中で決める wとの間の分
布間の距離と，その制約条件式を次のように定義する．∑

s

|ws − w̄s| ≤ ϵ (5)

ただし，ϵ は非負のパラメータであり，ϵ を大きく設定
するほど，w̄から，より離れた重み wを設定すること
が可能となり，より大きな被害を想定することができ
る．一方で，w̄を各水害シナリオの発生確率と解釈し
た場合，式 (5)は，事前に求められた発生確率と，実際
の発生確率との差異を，どの程度まで考えるかを制約
する条件式と捉えることもできる．したがって，w̄に
ついて信頼できる値が設定できており，差異が生じな
い場合には，事前に設定された発生確率を変更する必
要が少ないため，ϵ を小さく設定することができる．
以上の設定の下，大窪・中居では重みの分布 wに関
する最小化と，制御変数 x, yに関する最大化で構成さ
れる以下の min-max問題として定式化している．

max
x,y

min
w

∑
s∈S

ws

∑
i∈I

∑
k∈K
Ep[rs

ik]xik −
∑
i∈I

∑
k∈K

yik (6)

subject to (2)–(5) ∑
s

ws = 1 (7)

yik ≥ ck(xik − xo
ik), ∀i ∈ I, k ∈ K (8)

yik ≥ dk(xo
ik − xik), ∀i ∈ I, k ∈ K (9)

ただし，全ての重みを合計した値は 1としている ((7))．
また，式 (1)中の土地利用形態ごとに面積を変更するこ
とのコストは，計算の容易さから，式 (8), (9)を用いた
等価な表現に置き換えている．この最適化問題は，Mo-
hajerin Esfahani and Kuhn12)，Wang et al18), Hanasusanto
and Kuhn5) による手法を応用すると，次のような最大
化問題として表現することができる．

max
x,y,λ,µ,ϕ,ψ

µ − ϵλ +
∑
s∈S

(ψs − ϕs)w̄s −
∑
i∈I

∑
k∈K

yik (10)

subject to (2)–(4), (8) and (9)

µ + ψs − ϕs ≤ Ep[rs
ik]xik, ∀s ∈ S (11)

ϕs + ψs ≤ λ, ∀s ∈ S (12)

λ, ϕs, ψs ≥ 0, ∀s ∈ S (13)

ただし，各水害シナリオへの重み wsは，式 (12)の双対
変数として内生変数として求めることができる．

4. 対象地域の設定

(1) 状況設定
本研究では愛知県豊橋市を対象地域とする．愛知県
豊橋市では，市内を豊川，梅田川，柳生川といった複数
の河川が流れており，それぞれの河川に計画規模，想
定最大規模に応じた洪水浸水想定区域が作成されてい
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図-1: 既往の土地利用形態

る．また，市の西部は海に面しているため，高潮も災
害リスクとして考えられており，伊勢湾台風規模，室
戸台風規模といった規模の想定の下で，高潮浸水予想
図が作成されている．これらの浸水想定区域は，特に
高潮の浸水想定区域が広範であるため，全ての浸水域
を避けた土地利用が難しい都市の一つである．
ここでは，計画規模での豊川・豊川放水路，梅田川，柳

生川の浸水想定区域を考え，それぞれ 1/150, 1/50, 1/30
の規模が設定されている．また，ここでは高潮による
浸水想定区域も考えている．本研究で考える土地利用
計画では，100m×100mで区切られた各メッシュに住居
利用，商業利用，工業利用の面積を大窪・中居モデル
に従って配分することを考える．既存の土地利用を図
-1に示す．
ここでの期待地代 Ep[rs

ik]は，計画期間を T 期間中に
複数の水害が発生する可能性も考慮し，水害シナリオ
ごとの年超過確率を psで表し，下式に従って計算する．

Ep[rs
ik] =

T∑
y=0

pys(1 − ps)T−y
T∑

τ∈Tsy

R(ri, rs
i , τ) (14)

ただし，Tsyは計画期間中で y回の水害が発生する期の
集合を表しており，R(ri, rs

i , τ)は，Tsy の各要素で表さ
れた期に水害シナリオが発生したと考えたときの現在
価値に割り引かれた計画期間中の地代の総和を表して
いる．

5. まとめ

本研究では，愛知県豊橋市の土地利用計画をケース
スタディとして，複数の水害シナリオに対してロバスト
最適な土地利用計画を算出するモデルを適用する．発
表会では，重みの自由度 ϵ に関する土地利用ごとの曝

露面積や重みの組み合わせの分析結果を報告するとと
もに，最適土地利用計画の水害脆弱性について議論し
たい．
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